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資料編 - 1 ごみ処理行政の動向 

 ごみ処理関係法令の歴史 

我が国におけるごみ処理関係法令の歴史を図表1 - 1に示します。 

 

◆図表1 - 1 循環型社会の形成と推進のための法制度 

 
 

 

  

年代 主な課題 法律の制定

戦後～1950年代
・環境衛生対策としての廃棄物処理

・衛生的で、快適な生活環境の保持
・清掃法（1954）

1960年～1970年代

・高度成長に伴う産業廃棄物等の増大と

　「公害」の顕在化

・環境保全対策としての廃棄物処理

・生活環境施設整備緊急措置法（1963）

・廃棄物処理法（1970）

・廃棄物処理法改正（1976）

1980年代
・廃棄物処理施設整備の推進

・廃棄物処理に伴う環境保全

・広域臨海環境整備センター法（1981）

・浄化槽法（1983）

1990年代

・廃棄物の排出抑制、再生利用

・各種リサイクル制度の構築

・有害物質（ダイオキシン類含む）対策

・廃棄物の種類・性状の多様化に応じた

　適正処理の仕組みの導入

・廃棄物処理法改正（1991）

・産業廃棄物処理特定施設整備法（1992）

・バーゼル法（1992）

・環境基本法（1993）

・容器包装リサイクル法（1995）

・廃棄物処理法改正（1997）

・家電リサイクル法（1998）

・ダイオキシン類対策特別措置法（1999）

2000年代

・循環型社会形成を目指した3Rの推進

・産業廃棄物処理対策の強化

・不法投棄対策の強化

・循環型社会形成推進基本法（2000）

・グリーン購入法（2000）

・資源有効利用促進法（2000）

・建設リサイクル法（2000）

・食品リサイクル法（2000）

・廃棄物処理法改正（2000）

・PCB特別措置法（2001）

・自動車リサイクル法（2002）

・産業廃棄物支障除去特別措置法（2003）

　※2023年3月31日失効

・廃棄物処理法改正（2003～6）

2010年~

・災害廃棄物対策の強化

・持続可能な開発目標達成の推進

・脱炭素社会の実現

・海洋プラスチック問題に対する対策

・廃棄物処理法改正（2010）

・小型家電リサイクル法（2012）

・廃棄物処理法及び災害対策基本法改正(2015）

・食品ロスの削減の推進に関する法律（2019）

・プラスチックに係る資源循環の促進等に関する

　法律（2021）
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 廃棄物・リサイクル関連の法体系 

循環型社会の形成と推進のための法体系を図表1 - 2に、製品のライフサイクルに合わせ

た法体系を図表1 - 3に示します。 

循環型社会の形成と推進に向けて、循環基本法をはじめ、個別物品の特性に応じた各種

リサイクル法が整備されています。 

 

◆図表1 - 2 循環型社会の形成と推進のための法体系 

 
 

  

H6.8完全施行

・容器包装の市町
村による分別収
集
・容器の製造・容
器包装の利用業
者による再商品
化

環境基本法

環境基本計画 R5.5 改正公表

循環＝自然循環、社会の物質循環

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組み法）

H13.1完全施行

社会の物質循環の確保、天然資源の消費の抑制、環境負荷の低減

 基本原則、　 国、地方公共団体、事業者、国民の責務、　 国の施策

循環型社会形成推進基本計画（国の他の計画の基本）
H15.3公表
H30.6改定
R6.8改定

資源有効利用促進法

H13.4全面改正施行

 再生資源のリサイクル
 リサイクル容易な構造・材質等の工夫
 分別回収のための表示
 副産物の有効利用の促進

H29.3一部改正

 廃棄物の発生抑制
 廃棄物の適正処理（リサイクル含む）
 廃棄物処理施設の設置規制
 廃棄物処理業者に対する規制
 廃棄物処理基準の設定　　等

個別物品の特性に応じた法律

H12.4完全施行
H23.8一部改正

びん、Ｐ Ｅ Ｔボ ト
ル、紙製・プラスチ
ック製容器包装等

・廃家電を小売店
等が消費者より
引取
・製造業者等によ
る再商品化

H13.4完全施行
H29.6一部改正

エアコン、冷蔵庫・
冷凍庫、テレビ、
洗濯機、衣類乾燥
機

・食品の製造・加
工・販売業者が
食品廃棄物等を
再生利用等

H13.5完全施行
R6.4一部改正

食品残渣

工事の受注者が
・建築物の分別解
体等
・建設廃材等の再
資源化等

H14.5完全施行
R3.9一部改正

木材、コンクリー
ト、アスファルト

グリーン購入法（国等が率先して再生品などの調達を推進）
H13.4完全施行
R3.9一部改正

容
器
包
装
リ
サ
イ
ク
ル
法

家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法

食
品
リ
サ
イ
ク
ル
法

建
設
リ
サ
イ
ク
ル
法

廃棄物処理法

環境の保全に関する基本理念

H17.1完全施行
R6.4一部改正

・関係業者が使用済
自動車の引取、フ
ロ ンの回収、解
体、破砕
・製造業者等がエア
バッグ・シュレッダ
ーダストの再資源
化、フロンの破壊

自動車

自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
法

環境大臣が定める基本方針

〔廃棄物の適正処理〕 〔リサイクルの推進〕

R5.6改正

廃棄物処理施設整備計画

R5.6閣議決定

令和5～9年度の５ヵ年計画〔基本理念〕
　 基本原則に基づいた３Ｒの推進と循環型社会の実現に向けた資源循環の強化
　 災害時も含めた持続可能な適正処理の確保
　 脱炭素化の推進と循環共生圏の構築に向けた取組

H25.4　施行

・市町村が回収ボッ
クスや回収コンテ
ナにより回収
・認定事業者による
使用済小型電子
機器等の再資源
化

携帯電話、デジタル
カメラ、小型ゲーム
機など多数

小
型
家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法

・プラスチック製品を
設計段階から資源
の節約や有効利
用を促進して、ご
みの削減

フォーク、スプーン
ヘアブラシ、カミソリ
など12品目

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
資
源
循
環
法

R4.4　施行
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◆図表1 - 3 製品のライフサイクルに合わせた法体系 

 
 

  

生産
段階

消費・使用
段階

回収・リサイクル
段階

廃棄
段階

製品のライフサイクル 循環関連法制度 関係者の主な役割

 資源有効利用促進法 H13.4完全施行

   3R（ﾘﾃﾞｭｰｽ、ﾘﾕｰｽ、ﾘｻｲｸﾙ）に配慮した設計・製造

   分別回収のための表示

   副産物等の発生抑制・リサイクル

 グリーン購入法 H13.4完全施行

  調達方針に基づく環境物品（含サービス）の調達

 容器包装リサイクル法 H12.4 完全施行

  消費者による分別搬出
  市町村による分別収集
  製造事業者等による再資源化

 家電リサイクル法 H13.4 完全施行

  消費者による回収・リサイクル費用の負担
  小売店による消費者からの引取り、製造業者への引き渡し
  製造業者等による引取り、再商品化

 食品リサイクル法 H13.5 完全施行

  食品の製造・加工・販売業者が食品廃棄物を再資源化

 建設リサイクル法 H14.5 完全施行

  一定規模以上の解体及び新築工事についての分別解体及び　 
再資源化の義務付け

 資源有効利用促進法 H13.4 全面改正施行 
  使用済み製品の回収・再資源化

 自動車リサイクル法 H17.1完全施行

  製造業者等によるフロン類、エアバッグ類、ASRの引取り、
　 リサイクル
  自動車所有者等によるリサイクル費用の負担

 廃棄物処理法 H29.3 一部改正

  廃棄物処理施設の設置許可
  廃棄物処理業者に対する許可
  廃棄物処理基準の設定　等

事業者
　

〇環境配慮設計
　（省資源化・長寿命化）
〇再生利用・再使用促進

〇素材表示

政府等
　

〇環境配慮製品を率先して調達

事業者

〇自主回収

消費者

〇適切に排出（分別排出）

〇適正な費用負担　等

事業者・自治体
　

〇適正な廃棄物処分

 循環型社会形成推進基本法（基本的枠組み法） H13.1 完全施行

社会の物質循環の確保｜天然資源の消費の抑制｜環境負荷の低減
  基本原則　  国、地方公共団体、事業所、国民の責務　  国の施策　  循環型社会形成推進基本計画：国の他の計画の基本

 小型家電リサイクル法 H25.4 施行

  デジタルカメラやゲーム機等の使用済小型電子機器等に利　 
用されている金属その他の有用なものの再資源化促進

 プラスチック資源循環法 R4.4施行 

  設計段階でプラスチック製品の廃棄物の排出の抑制と再資源
化のための設計を行う。
  排出事業者による排出の抑制・再資源化
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 第五次循環型社会形成推進基本計画（令和6年8月） 

循環基本法では適正な物質循環の確保に向け、廃棄物処理の優先順位を「排出抑制」

（Reduce）→「再利用」（Reuse）→「再生利用」（Recycle）→「熱回収」→「適正処分」

と定めており、この法律に基づき、令和6年8月に「第五次循環型社会形成推進基本計画」

が閣議決定されました。 

第五次循環型社会形成推進基本計画は循環経済への移行を国家戦略として位置付けた上

で、重要な方向性として、 

① 循環型社会形成に向けた循環経済への移行による持続可能な地域と社会づくり 

② 資源循環のための事業者間連携によるライフサイクル全体での徹底的な資源循環 

③ 多種多様な地域の循環システムの構築と地方創生の実現 

④ 資源循環・廃棄物管理基盤の強靱化と着実な適正処理・環境再生の実行 

⑤ 適正な国際資源循環体制の構築と循環産業の海外展開の推進 

 

を掲げ、その実現に向けて国が講ずべき施策を示すとともに、2030年（令和12年）度を

目標年次として数値目標を設定しています。第五次循環型社会形成推進基本計画の指標・

数値目標を図表1 - 4に、概要を図表1 - 5に示します。 

 

◆図表1 - 4 第五次循環型社会形成推進基本計画の指標・数値目標 

 
出典：環境省「第五次循環型社会形成推進基本計画」（令和6年8月） 

   

数値目標 目標年次 備考

循環型社会の全体像に関する物質フロー指標と数値目標 

入口側循環利用率 約19％ 2030年度

 入口側の循環利用率＝循環利用量 /（天然資源等投入量＋循環利用量）

 経済社会に投入されるものの全体量のうち循環利用量（再使用・再生利用

量）の占める割合を表す指標。

出口側循環利用率 約44％ 2030年度

出口側の循環利用率＝循環利用量 / 廃棄物等発生量

廃棄物等の発生量のうち循環利用量（再使用・再生利用量）の占める割合

を表す指標。

最終処分量 約1,100 万t 2030年度

循環型社会の全体像に関する取組指標と数値目標

廃棄物の減量化や循環利用、グリーン購入の意識 90% 2030年度

具体的な3R行動の実施率 50% 2030年度

多種多様な地域の循環システムの構築と地方創生の実現に関する指標

一人一日当たりごみ焼却量 約580g 2030年度

廃棄物エネルギーを外部に供給している施設の割合 46% 2027年度 廃棄物処理施設整備計画

長期広域化・集約化計画を策定した都道府県の割合 100% 2027年度

資源循環・廃棄物管理基盤の強靱化と着実な適正処理・環境再生の実行に関する指標 

一般廃棄物最終処分場の残余容量・残余年数
2020年度の水準

（22年分）を維持
2030年度 廃棄物処理施設整備計画

産業廃棄物最終処分場の残余容量・残余年数
2020年度の水準

（17年分）を維持
2030年度 廃棄物処理基本方針

項目
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◆図表1 - 5 第五次循環型社会形成推進基本計画の概要（R6.8） 

 
出典：環境省「第五次循環型社会形成推進基本計画」概要 
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 廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため

の基本的な方針（令和5年6月） 

廃棄物処理法第5条の2第1項の規定に基づき、平成13年5月に定められた「廃棄物の減量

その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針」

（以下「廃棄物処理基本方針」という。）が令和5年6月に変更されました。 

これまで我が国では、廃棄物の適正な処理を確保し、循環型社会を形成していくため、

数次にわたる廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以下「廃棄物処

理法」という。）の改正及びリサイクルの推進に係る諸法の制定等の対策が行われてきまし

た。このような対策は、相当程度の効果はあったものの、最終処分場の新規立地難の解消

及び不法投棄をはじめとする不適正処理の撲滅等には課題が残っています。 

また、循環基本法における優先順位が高い2R（「排出抑制（Reduce）」、「再利用（Reuse）」）

の取組みが遅れているほか、廃棄物から有用資源を回収する取組みも十分に行われている

とは言えない状況です。 

加えて、近年、世界的な資源制約の顕在化、災害の頻発化・激甚化、人口減少・少子高齢

化に伴う地域経済衰退、国民のライフスタイルの変化など、廃棄物処理・リサイクルを取

り巻く状況は大きく変化しており、また、我が国における2050年までの脱炭素社会の実現

をはじめとする地球環境問題への対応も急務となっています。 

このような状況の変化に対応し、諸課題の解決を図るべく、循環基本法及び循環基本法

に基づく循環型社会形成推進基本計画に沿って、大量生産・大量消費・大量廃棄型の経済・

社会様式から資源の投入量と消費量を抑え、既存の資源を有効活用して付加価値を生み出

す経済活動（サーキュラ―エコノミー）への移行を目指し、ライフサイクル・バリューチ

ェーン※１全体でのロスゼロの取組みを推進していく必要があり、その目標値を図表1 - 6に

示します。 

 ※１：素材、部品、加工組立などの製造段階から消費者の使用段階、さらに廃棄リサイクル段階といったライフサイクル的な

一連のチェーンにおいて、GHG（温室効果ガス）を大幅に抑制する可能性がある製品や技術について、どのような抑制効

果があるかをできるだけ定量的に明らかにすることである。また同時に、優れた環境特性を持つ製品や技術が、国内外に

おいて産業活動に新しい価値を創出し低炭素社会を構築していくことを目的とする。 

 

◆図表1 - 6 廃棄物処理法基本方針における目標値 

 
※１：一般廃棄物の排出量に対する循環利用量の割合 

出典：「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るための基本的な方針」（平成13年 

5月環境省告示第34号、令和5年6月改正） 

「一般廃棄物処理実態調査結果」（平成24年度実績） 

   

平成24年度実績（基準年度） 令和7年度（目標値）

平成24年度比で約16％削減

（約 3,800 万ｔ）

平成24年度比で約31％削減

（約 320 万ｔ）

約 28 ％

（令和9年度の達成目標）

約 440 g/人日

（平成24年度比で約35％削減）

約 4,523 万ｔ

年度

目標

ごみ排出量

最終処分量 約 465 万ｔ

出口側の循環利用率※1 約 14.6 %

一人一日当たりの家庭系ごみ排出量 約 676 g/人日
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 廃棄物処理施設整備計画（令和5年6月） 

昭和38年度から平成14年度まで廃棄物処理施設整備緊急措置法（昭和47年法律第95号）

等に基づき、廃棄物処理施設の計画的な整備が図られ、生活環境の保全及び公衆衛生の向

上に対する取組みが進められてきました。 

また、循環基本法の制定と併せて、循環型社会の形成に向けた取組みを推進していく中

で、廃棄物処理施設の整備の目的は、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を前提としつつ、

循環型社会形成の推進へと転換が図られてきました。 

このような状況の中、平成15年、平成20年、平成25年及び平成30年に廃棄物処理法第5

条の3に基づき策定された廃棄物処理施設整備計画（以下「整備計画」という。）において

は、循環型社会形成に向けた重点目標及び当該目標の達成のために実施すべき廃棄物処理

施設整備事業の概要を明らかにして、廃棄物処理施設の重点的、効果的かつ効率的な整備

を進めてきたところです。 

そして、令和5年6月に閣議決定された整備計画では、令和5年度から令和9年度までを計

画期間として、「基本原則に基づいた3Rの推進と循環型社会の実現に向けた資源循環の強

化」、「災害時も含めた持続可能な適正処理の確保」及び「脱炭素化の推進と地域循環共生

圏の構築に向けた取り組み」を基本的理念に廃棄物処理施設整備及び運営の重点的、効率

的な実施について、「ごみのリサイクル率」、「期間中に整備されたごみ焼却施設の発電効率

の平均値」、「廃棄物エネルギーを地域を含めた外部に供給している施設の割合」、「浄化槽

整備区域内の浄化槽人口普及率」及び「先進的省エネ型浄化槽導入基数」などの目標及び

指標が明記されています。 

諸課題の解決を図るべく整備計画にて掲げられている目標値を図表1 - 7に示します。 

 

◆図表1 - 7 廃棄物処理施設整備計画における目標値 

 
※１：一般廃棄物の排出量に対する循環利用量の割合 

出典：「廃棄物処理施策整備計画」（令和5年6月） 

 

  

令和2年度実績（基準年度） 令和7年度（目標値）

家  庭 用：33 万基 家  庭 用：75 万基

中・大型： 9 千基 中・大型：27 千基

28%

一般廃棄物最終処分場の残余年数 22年分 R2年度の水準を維持

期間中に整備された

ごみ焼却施設の発電効率の平均値
20%

先進的省エネ型浄化槽導入基数

22%

廃棄物エネルギーを地域を含めた

外部に供給している施設の割合
41% 46%

浄化槽整備区域内の

浄化槽人口普及率
58% 76%以上

年度

目標

ごみのリサイクル率
※1

（一般廃棄物の出口側の循環利用率）
20%
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 第4次長崎環境基本計画（令和3年3月策定） 

長崎県では、平成11年9月に施行した「長崎県環境基本条例」に基づき、平成12年3月に

「長崎県環境基本計画」（以下「県環境基本計画」という。）を策定して以来、令和2年まで

の三次にわたる計画の中で、低炭素社会の構築に向けた温室効果ガス排出量の低減や地球

温暖化の影響の軽減等の対策、人と自然が共生する地域づくりに向けた絶滅危惧種の保護

や外来種等の被害対策、里地里山、里海の保全、循環型社会の構築に向けた廃棄物の排出

量の低減やリサイクル率の向上、海岸漂着ごみ対策、安全・安心で快適な環境づくりのた

めの光化学オキシダントやPM2.5対策、大村湾や諫早湾干拓調整池の水質改善などの課題

に取り組んできました。 

また、国際情勢としては、「持続可能な開発目標」（SDGs）としての17のゴールの提示や、

温室効果ガス削減等に向けた新たな国際枠組みである「パリ協定」の発効など、地球環境

の持続性に対する国際的な危機感が急速に高まるとともに、我が国においても、令和2年10

月、首相の所信表明演説で「2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする」

ことが宣言されるなど、環境を取り巻く情勢が大きく変化してきたことから、令和3年3月

に「第4次長崎県環境基本計画」が策定されました。 

第4次長崎県環境基本計画では、目指すべき環境像として、「海・山・人 未来につなが

る環境にやさしい長崎県」を定め、環境像の実現に向けて、①脱炭素社会づくり、②人と

自然が共生する地域づくり、③循環型社会づくり、④安心・安全で快適な環境づくりの4つ

の基本目標を掲げ、各種施策を展開するとしています。 

県環境基本計画における、循環型社会づくりの施策の目標値を図表1 - 8に示します。 

 

◆図表1 - 8 第4次長崎県環境基本計画の目標値 

 
出典：第4次長崎県環境基本計画（令和3年3月） 

 

  

令和元年度実績

（基準年度）

令和7年度

（目標値）

官民による海岸漂着物等の

回収活動事業数
92事業 100事業

不法投棄撤去率 97% 97%

一般廃棄物リサイクル率 15.6% 20.0%

産業廃棄物処理業者基準適合率 97% 97%

項目

目標
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 長崎県ごみ処理広域化計画（平成21年7月改定） 

長崎県では｢長崎県ごみ処理広域化計画｣（以下｢広域化計画｣という。）を環境省(旧厚生

省)の通知に基づき策定し、平成21年7月に改定しています。 

広域化計画では、図表1 - 9に示すように、県内を7つの広域ブロックに分割されていま

す。構成市は佐世保・県北ブロック内に位置付けられており、今後、施設整備を検討する

際には、同ブロック内の構成市町村と共同で施設整備を進め、広域化を図ることが示され

ています。 

また、平成21年7月の広域化計画の改定では、以下に示す事項が定められています。 

ごみ焼却施設の集約化 

ごみ焼却施設を令和2年度の17施設から令和12年度までに15施設以内に集約化すること

を基本とし、ごみの広域処理を図ります。ただし、各ブロックで適用可能な集約化の計画

が策定された場合は、その達成に向けて技術的支援を行います。 

なお、佐世保・県北ブロックにおいては、平成25年度に各市町が協議を行い、平成32年

度（令和2年度）以降の施設稼働数については、5施設とすることを決定しました。 

サーマルリサイクル（熱回収：発電等）の推進 

ごみ処理施設の更新時におけるサーマルリサイクル設備の導入を推進します。その導入

にあたっては、国の循環型社会形成交付金の利活用を促し、整備条件等について技術的指

導、助言を行います。 

ごみ処理施設の延命化の推進 

ごみ処理広域化を行うために、継続的に関係市町等で議論する必要があり、その具体的

な進展が見込めない場合で、現有施設の延命化を推進する場合は、これに対し技術的な指

導、助言を行います。 

焼却残さ等の再資源化処理の推進 

生活環境の保全上の観点から、最終処分場の延命化を図るため、焼却残さ等のセメント

原料化などの再資源化処理を推進し、埋立処分量の削減を図っていきます。 

 

◆図表1 - 9 長崎県における広域ブロック割り 

広域ブロック名 構成市町村 

長崎・西彼ブロック（2市2町） 長崎市、西海市、長与町、時津町 

佐世保・県北ブロック（3市4町） 佐世保市、平戸市、松浦市、東彼杵町、川棚町、波佐見町、佐々町 

県央・県南ブロック（5市） 島原市、諫早市、大村市、雲仙市、南島原市 

下五島ブロック（1市） 五島市 

上五島ブロック（2町） 小値賀町、新上五島町 

壱岐ブロック（1市） 壱岐市 

対馬ブロック（1市） 対馬市 

出典：第4次長崎県環境基本計画（令和3年3月） 
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 排出抑制前のごみ推計方法 

平戸市 

ア 収集ごみ 

（ア）可燃ごみ 

収集可燃ごみの推計結果を図表1 - 10に示します。 

5つの推計式のうち、最も相関性が高い（平均増減数が実績に近い推計式で最もrの値

が大きい）一次傾向線を採用しています。 

 

◆図表1 - 10 平戸市の収集可燃ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 原単位 増減数

実

1 496 ー
2 495 -1

績 3 498 3
4 492 -6
5 487 -5

－ -2
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 485 -2 487 0 479 -8 487 0 506 19 487 0
7 483 -2 485 -2 468 -11 485 -2 509 3 481 -6

見 8 481 -2 483 -2 455 -13 483 -2 513 4 473 -8
9 479 -2 481 -2 440 -15 481 -2 517 4 461 -12

10 477 -2 479 -2 422 -18 479 -2 521 4 444 -17
11 475 -2 477 -2 402 -20 477 -2 525 4 420 -24
12 473 -2 475 -2 379 -23 475 -2 530 5 389 -31
13 472 -1 473 -2 354 -25 473 -2 534 4 350 -39

通 14 470 -2 471 -2 326 -28 471 -2 539 5 304 -46
15 468 -2 468 -3 296 -30 469 -2 544 5 253 -51
16 466 -2 466 -2 264 -32 467 -2 550 6 202 -51
17 464 -2 464 -2 229 -35 465 -2 555 5 155 -47
18 462 -2 462 -2 191 -38 463 -2 561 6 114 -41
19 460 -2 460 -2 152 -39 461 -2 567 6 82 -32

し 20 458 -2 458 -2 109 -43 459 -2 573 6 57 -25
21 456 -2 456 -2 65 -44 457 -2 579 6 39 -18

－ -2 － -2 － -26 － -2 － 6 － -28

ａ=
ｂ=
ｃ=

Ｙo=
ｔo=

Ｋ=
ｒ=

2019

平戸市 収集可燃

（単位：g/人日）

2028

2020
2021
2022
2023

平 均 増 減 数

年 度
採用値

2024
2025
2026
2027

15年間平均増減数

2029
2030
2031
2032
2033
2034
2035
2036
2037
2038
2039

－
推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ

2 Ｙt=ａ+ｂt
Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)

ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))

採用推計式 － ◎ － － －

算定根拠

－ 499.90 491.40 499.95

－ － -1.214 －

-6.25
－ -2.100 5.186 0.996 1.523 -0.415

0.87

－

－ －
－ － － － 496.000 －
－ － － － 1.000

0.868727
－ － － － － 498.000
－ 0.776182 0.964220 0.776182 0.862874

0

200

400

600

2019 2021 2023 2025 2027 2029 2031 2033 2035 2037 2039

（g/人日） 実績及び見通し(採用）

0

100

200

300

400

500

600

700

2019 2021 2023 2025 2027 2029 2031 2033 2035 2037 2039

（g/人日）
実績及び見通し（推計結果）

実績 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線

実績 見通し



資料-11 

（イ）不燃ごみ 

収集不燃ごみの推計結果を図表1 - 11に示します。 

5つの推計式のうち、最も相関性が高い一次指数曲線を採用しています。 

 

◆図表1 - 11 平戸市の収集不燃ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 原単位 増減数

実

1 26 ー
2 29 3

績 3 26 -3
4 23 -3
5 23 0

－ -1
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 22 -1 22 -1 19 -4 22 -1 － － 23 0
7 22 0 21 -1 15 -4 21 -1 － － 23 0

見 8 21 -1 19 -2 10 -5 20 -1 － － 24 1
9 20 -1 18 -1 4 -6 19 -1 － － 24 0

10 19 -1 17 -1 -3 -7 18 -1 － － 24 0
11 19 0 16 -1 -11 -8 17 -1 － － 24 0
12 18 -1 15 -1 -19 -8 16 -1 － － 24 0
13 17 -1 13 -2 -29 -10 16 0 － － 24 0

通 14 16 -1 12 -1 -39 -10 15 -1 － － 24 0
15 16 0 11 -1 -50 -11 14 -1 － － 24 0
16 15 -1 10 -1 -62 -12 14 0 － － 24 0
17 14 -1 9 -1 -75 -13 13 -1 － － 24 0
18 13 -1 7 -2 -88 -13 12 -1 － － 24 0
19 13 0 6 -1 -103 -15 12 0 － － 24 0

し 20 12 -1 5 -1 -118 -15 11 -1 － － 24 0
21 11 -1 4 -1 -134 -16 11 0 － － 24 0

－ -1 － -1 － -10 － -1 － － － 0

ａ=
ｂ=
ｃ=

Ｙo=
ｔo=

Ｋ=
ｒ=

2019

平戸市 収集不燃

（単位：g/人日）

2028

2020
2021
2022
2023

平 均 増 減 数

年 度
採用値

2024
2025
2026
2027

15年間平均増減数

2029
2030
2031
2032
2033
2034
2035
2036
2037
2038
2039

－
推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ2 Ｙt=ａ+ｂt Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))

採用推計式 － － － ◎ －

算定根拠

－ 29.00 26.00 29.19

－ － -0.429 －

-1.88
－ -1.200 1.371 0.953 － 0.252

－

－

－ －
－ － － － － －
－ － － － －

0.785714
－ － － － － 24.000
－ 0.755929 0.896421 0.755929 －

0

10

20

30

40

2019 2021 2023 2025 2027 2029 2031 2033 2035 2037 2039

（g/人日） 実績及び見通し(採用）

0

5

10

15

20

25

30

35

2019 2021 2023 2025 2027 2029 2031 2033 2035 2037 2039

（g/人日）
実績及び見通し（推計結果）

実績 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線

実績 見通し



資料-12 

（ウ）粗大ごみ 

収集粗大ごみの推計結果を図表1 - 12に示します。 

5つの推計式との高い相関性が認められず（rが0.5未満）、直近3ヵ年における傾向変動

が認められなかったことから、直近3ヵ年の平均値を採用しています。 

 

◆図表1 - 12 平戸市の収集粗大ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 原単位 増減数

実

1 4 ー
2 4 0

績 3 5 1
4 5 0
5 5 0

－ 0
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 5 0 6 1 5 0 6 1 － － 4 -1
7 5 0 6 0 5 0 6 0 － － 4 0

見 8 5 0 6 0 4 -1 6 0 － － 4 0
9 5 0 6 0 4 0 7 1 － － 4 0

10 5 0 7 1 3 -1 7 0 － － 4 0
11 5 0 7 0 3 0 8 1 － － 4 0
12 5 0 7 0 2 -1 8 0 － － 4 0
13 5 0 8 1 1 -1 9 1 － － 4 0

通 14 5 0 8 0 -1 -2 10 1 － － 5 1
15 5 0 8 0 -2 -1 10 0 － － 5 0
16 5 0 9 1 -3 -1 11 1 － － 5 0
17 5 0 9 0 -5 -2 12 1 － － 5 0
18 5 0 9 0 -7 -2 12 0 － － 5 0
19 5 0 9 0 -9 -2 13 1 － － 5 0

し 20 5 0 10 1 -11 -2 14 1 － － 5 0
21 5 0 10 0 -13 -2 15 1 － － 5 0

－ 0 － 0 － -1 － 1 － － － 0

ａ=
ｂ=
ｃ=

Ｙo=
ｔo=

Ｋ=
ｒ=

2019

平戸市 収集粗大

（単位：g/人日）

2028

2020
2021
2022
2023

平 均 増 減 数

年 度
採用値

2024
2025
2026
2027

15年間平均増減数

2029
2030
2031
2032
2033
2034
2035
2036
2037
2038
2039

－
推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ2 Ｙt=ａ+ｂt Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))

採用推計式 － － － － －

算定根拠

－ 3.70 3.20 3.74

－ － -0.071 －

-1.32
－ 0.300 0.729 1.069 － 0.067

－

－

－ －
－ － － － － －
－ － － － －

－
－ － － － － 5.000
－ 0.408248 0.645497 0.408248 －

0

2

4

6

2019 2021 2023 2025 2027 2029 2031 2033 2035 2037 2039

（g/人日） 実績及び見通し(採用）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

2019 2021 2023 2025 2027 2029 2031 2033 2035 2037 2039

（g/人日）
実績及び見通し（推計結果）

実績 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線

実績 見通し



資料-13 

（エ）資源ごみ 

収集資源ごみの推計結果を図表1 - 13に示します。 

5つの推計式のうち、最も相関性が高い一次傾向線を採用しています。 

 

◆図表1 - 13 平戸市の収集資源ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 原単位 増減数

実

1 27 ー
2 27 0

績 3 28 1
4 29 1
5 29 0

－ 1
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 30 1 30 1 30 1 30 1 － － 29 0
7 30 0 30 0 30 0 30 0 － － 30 1

見 8 31 1 31 1 31 1 31 1 － － 30 0
9 32 1 32 1 32 1 32 1 － － 30 0

10 32 0 32 0 32 0 33 1 － － 30 0
11 33 1 33 1 33 1 33 0 － － 30 0
12 33 0 33 0 33 0 34 1 － － 30 0
13 34 1 34 1 34 1 35 1 － － 30 0

通 14 35 1 35 1 35 1 35 0 － － 30 0
15 35 0 35 0 35 0 36 1 － － 30 0
16 36 1 36 1 36 1 37 1 － － 30 0
17 37 1 36 0 36 0 38 1 － － 30 0
18 37 0 37 1 37 1 39 1 － － 30 0
19 38 1 38 1 38 1 39 0 － － 30 0

し 20 38 0 38 0 38 0 40 1 － － 30 0
21 39 1 39 1 39 1 41 1 － － 30 0

－ 1 － 1 － 1 － 1 － － － 0
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推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ2 Ｙt=ａ+ｂt Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))

採用推計式 － ◎ － － －
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実績 見通し



資料-14 

（オ）生ごみ 

収集生ごみの推計結果を図表1 - 14に示します。 

5つの推計式との高い相関性が認められず、直近3ヵ年における傾向変動が認められな

かったことから、直近3ヵ年の平均値を採用しています。 

 

◆図表1 - 14 平戸市の収集生ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 原単位 増減数

実

1 8 ー
2 7 -1

績 3 7 0
4 7 0
5 7 0

－ -0
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 7 0 7 0 8 1 7 0 9 2 7 0
7 7 0 6 -1 8 0 6 -1 9 0 7 0

見 8 7 0 6 0 9 1 6 0 9 0 7 0
9 7 0 6 0 11 2 6 0 9 0 7 0

10 7 0 6 0 13 2 6 0 9 0 7 0
11 7 0 6 0 14 1 6 0 9 0 7 0
12 7 0 5 -1 17 3 6 0 9 0 7 0
13 7 0 5 0 19 2 6 0 9 0 7 0

通 14 7 0 5 0 22 3 5 -1 9 0 7 0
15 7 0 5 0 25 3 5 0 9 0 7 0
16 7 0 5 0 28 3 5 0 9 0 7 0
17 7 0 4 -1 32 4 5 0 9 0 7 0
18 7 0 4 0 36 4 5 0 9 0 7 0
19 7 0 4 0 40 4 5 0 9 0 7 0

し 20 7 0 4 0 45 5 5 0 9 0 7 0
21 7 0 4 0 50 5 4 -1 9 0 7 0

－ 0 － -0 － 3 － -0 － 0 － 0
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推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ2 Ｙt=ａ+ｂt Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))

採用推計式 － － － － －
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実績 見通し
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イ 直接搬入ごみ 

（ア）可燃ごみ 

直接搬入可燃ごみの推計結果を図表1 - 15に示します。 

5つの推計式との高い相関性が認められず、直近3ヵ年における傾向変動が認められな

かったことから、直近3ヵ年の平均値を採用しています。 

 

◆図表1 - 15 平戸市の直接搬入可燃ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 日量 増減数

実

1 734 ー
2 992 258

績 3 932 -60
4 874 -58
5 920 46

－ 47
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 909 -11 967 47 756 -164 977 57 881 -39 922 2
7 909 0 992 25 570 -186 1,009 32 872 -9 923 1

見 8 909 0 1,017 25 324 -246 1,042 33 865 -7 924 1
9 909 0 1,043 26 18 -306 1,077 35 860 -5 924 0

10 909 0 1,068 25 -349 -367 1,112 35 855 -5 924 0
11 909 0 1,094 26 -775 -426 1,149 37 851 -4 924 0
12 909 0 1,119 25 -1,262 -487 1,187 38 847 -4 924 0
13 909 0 1,144 25 -1,810 -548 1,226 39 844 -3 924 0

通 14 909 0 1,170 26 -2,417 -607 1,267 41 841 -3 924 0
15 909 0 1,195 25 -3,085 -668 1,309 42 839 -2 924 0
16 909 0 1,221 26 -3,813 -728 1,352 43 836 -3 924 0
17 909 0 1,246 25 -4,602 -789 1,397 45 834 -2 924 0
18 909 0 1,271 25 -5,450 -848 1,443 46 832 -2 924 0
19 909 0 1,297 26 -6,359 -909 1,490 47 831 -1 924 0

し 20 909 0 1,322 25 -7,329 -970 1,540 50 829 -2 924 0
21 909 0 1,348 26 -8,358 -1,029 1,590 50 827 -2 924 0
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推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ2 Ｙt=ａ+ｂt Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))

採用推計式 － － － － －

算定根拠
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（イ）不燃ごみ 

直接搬入不燃ごみの推計結果を図表1 - 16に示します。 

5つの推計式との高い相関性が認められず、直近3ヵ年における傾向変動が認められな

かったことから、直近3ヵ年の平均値を採用しています。 

 

◆図表1 - 16 平戸市の直接搬入不燃ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 日量 増減数

実

1 210 ー
2 303 93

績 3 257 -46
4 220 -37
5 230 10

－ 5
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 236 6 231 1 153 -77 232 2 220 -10 243 13
7 236 0 227 -4 70 -83 229 -3 218 -2 245 2

見 8 236 0 223 -4 -35 -105 226 -3 216 -2 246 1
9 236 0 218 -5 -163 -128 223 -3 215 -1 247 1

10 236 0 214 -4 -313 -150 220 -3 214 -1 248 1
11 236 0 210 -4 -486 -173 217 -3 214 0 249 1
12 236 0 205 -5 -681 -195 214 -3 213 -1 250 1
13 236 0 201 -4 -898 -217 211 -3 213 0 251 1

通 14 236 0 197 -4 -1,138 -240 208 -3 213 0 251 0
15 236 0 192 -5 -1,400 -262 205 -3 212 -1 252 1
16 236 0 188 -4 -1,685 -285 202 -3 212 0 252 0
17 236 0 184 -4 -1,992 -307 199 -3 212 0 253 1
18 236 0 180 -4 -2,321 -329 197 -2 212 0 253 0
19 236 0 175 -5 -2,673 -352 194 -3 212 0 253 0

し 20 236 0 171 -4 -3,048 -375 191 -3 212 0 254 1
21 236 0 167 -4 -3,444 -396 189 -2 211 -1 254 0

－ 0 － -4 － -230 － -3 － -1 － 2
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推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ2 Ｙt=ａ+ｂt Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))
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実績 見通し
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ウ 事業系ごみ 

（ア）可燃ごみ 

事業系可燃ごみの推計結果を図表1 - 17に示します。 

5つの推計式との高い相関性が認められず、直近3ヵ年における傾向変動が認められな

かったことから、直近3ヵ年の平均値を採用しています。 

 

◆図表1 - 17 平戸市の事業系可燃ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 日量 増減数

実

1 1,327 ー
2 1,305 -22

績 3 1,298 -7
4 1,392 94
5 1,368 -24

－ 10
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 1,353 -15 1,389 21 1,437 69 1,389 21 1,387 19 1,304 -64
7 1,353 0 1,406 17 1,503 66 1,406 17 1,394 7 1,301 -3

見 8 1,353 0 1,423 17 1,582 79 1,424 18 1,401 7 1,298 -3
9 1,353 0 1,439 16 1,675 93 1,442 18 1,407 6 1,294 -4

10 1,353 0 1,456 17 1,782 107 1,460 18 1,413 6 1,291 -3
11 1,353 0 1,473 17 1,903 121 1,479 19 1,419 6 1,286 -5
12 1,353 0 1,490 17 2,037 134 1,497 18 1,424 5 1,282 -4
13 1,353 0 1,507 17 2,186 149 1,516 19 1,430 6 1,277 -5

通 14 1,353 0 1,524 17 2,348 162 1,535 19 1,435 5 1,272 -5
15 1,353 0 1,541 17 2,525 177 1,555 20 1,440 5 1,267 -5
16 1,353 0 1,558 17 2,715 190 1,574 19 1,445 5 1,261 -6
17 1,353 0 1,575 17 2,919 204 1,594 20 1,450 5 1,255 -6
18 1,353 0 1,592 17 3,137 218 1,614 20 1,454 4 1,248 -7
19 1,353 0 1,608 16 3,368 231 1,635 21 1,459 5 1,241 -7

し 20 1,353 0 1,625 17 3,614 246 1,655 20 1,463 4 1,233 -8
21 1,353 0 1,642 17 3,873 259 1,676 21 1,468 5 1,225 -8

－ -1 － 17 － 157 － 19 － 6 － -9
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（イ）不燃ごみ 

事業系不燃ごみの推計結果を図表1 - 18に示します。 

5つの推計式との高い相関性が認められず、直近3ヵ年では減少傾向にあったため、直

近年の値を採用しています。 

 

◆図表1 - 18 平戸市の事業系不燃ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 日量 増減数

実

1 14 ー
2 49 35

績 3 56 7
4 39 -17
5 27 -12

－ 3
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 27 0 42 15 -17 -44 46 19 29 2 38 11
7 27 0 43 1 -75 -58 51 5 28 -1 38 0

見 8 27 0 45 2 -149 -74 57 6 26 -2 39 1
9 27 0 47 2 -240 -91 64 7 25 -1 39 0

10 27 0 48 1 -348 -108 71 7 25 0 40 1
11 27 0 50 2 -473 -125 79 8 24 -1 40 0
12 27 0 51 1 -614 -141 88 9 23 -1 41 1
13 27 0 53 2 -773 -159 98 10 23 0 41 0

通 14 27 0 55 2 -948 -175 110 12 22 -1 41 0
15 27 0 56 1 -1,141 -193 122 12 22 0 42 1
16 27 0 58 2 -1,350 -209 136 14 22 0 42 0
17 27 0 59 1 -1,576 -226 152 16 21 -1 42 0
18 27 0 61 2 -1,819 -243 169 17 21 0 43 1
19 27 0 63 2 -2,078 -259 189 20 21 0 43 0

し 20 27 0 64 1 -2,355 -277 210 21 20 -1 43 0
21 27 0 66 2 -2,648 -293 234 24 20 0 43 0

－ 0 － 2 － -167 － 13 － -0 － 1
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（ウ）粗大ごみ 

事業系粗大ごみの推計結果を図表1 - 19に示します。 

5つの推計式との高い相関性が認められず、直近3ヵ年における傾向変動が認められな

かったことから、直近3ヵ年の平均値を採用しています。 

 

◆図表1 - 19 平戸市の事業系粗大ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 日量 増減数

実

1 9 ー
2 13 4

績 3 15 2
4 4 -11
5 9 5

－ 0
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 9 0 7 -2 2 -7 6 -3 － － 7 -2
7 9 0 6 -1 -5 -7 6 0 － － 6 -1

見 8 9 0 6 0 -13 -8 5 -1 － － 5 -1
9 9 0 5 -1 -22 -9 4 -1 － － 5 0

10 9 0 4 -1 -33 -11 4 0 － － 4 -1
11 9 0 3 -1 -46 -13 4 0 － － 3 -1
12 9 0 2 -1 -60 -14 3 -1 － － 3 0
13 9 0 1 -1 -76 -16 3 0 － － 2 -1

通 14 9 0 0 -1 -93 -17 2 -1 － － 2 0
15 9 0 -1 -1 -112 -19 2 0 － － 2 0
16 9 0 -2 -1 -133 -21 2 0 － － 1 -1
17 9 0 -3 -1 -155 -22 2 0 － － 1 0
18 9 0 -4 -1 -179 -24 2 0 － － 1 0
19 9 0 -4 0 -204 -25 1 -1 － － 1 0

し 20 9 0 -5 -1 -231 -27 1 0 － － 1 0
21 9 0 -6 -1 -259 -28 1 0 － － 0 -1

－ 0 － -1 － -17 － -1 － － － -1
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推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ2 Ｙt=ａ+ｂt Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))

採用推計式 － － － － －
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－ － -0.786 －
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実績 見通し



資料-20 

（エ）生ごみ 

事業系生ごみの推計結果を図表1 - 20に示します。 

5つの推計式のうち、一次傾向線が最も高い相関性が認められましたが、令和13年度時

点で年間発生量がマイナスとなるため、不適切だと判断しました。また、直近5ヵ年では

減少傾向にあるため、直近年の値を採用しています。 

 

◆図表1 - 20 平戸市の事業系生ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 日量 増減数

実

1 408 ー
2 304 -104

績 3 303 -1
4 311 8
5 247 -64

－ -40
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 247 0 220 -27 265 18 231 -16 545 298 258 11
7 247 0 189 -31 278 13 210 -21 550 5 261 3

見 8 247 0 157 -32 303 25 190 -20 555 5 263 2
9 247 0 126 -31 342 39 172 -18 559 4 265 2

10 247 0 94 -32 393 51 156 -16 563 4 267 2
11 247 0 63 -31 457 64 142 -14 567 4 269 2
12 247 0 31 -32 533 76 128 -14 570 3 270 1
13 247 0 0 -31 623 90 116 -12 573 3 271 1

通 14 247 0 -32 -32 725 102 106 -10 576 3 272 1
15 247 0 -63 -31 839 114 96 -10 579 3 273 1
16 247 0 -95 -32 967 128 87 -9 581 2 273 0
17 247 0 -126 -31 1,107 140 79 -8 584 3 274 1
18 247 0 -158 -32 1,260 153 71 -8 586 2 274 0
19 247 0 -189 -31 1,425 165 65 -6 588 2 275 1

し 20 247 0 -221 -32 1,604 179 59 -6 591 3 275 0
21 247 0 -252 -31 1,795 191 53 -6 593 2 275 0
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推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ2 Ｙt=ａ+ｂt Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))

採用推計式 － － － － －

算定根拠
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松浦市 

ア 収集ごみ 

（ア）可燃ごみ 

収集可燃ごみの推計結果を図表1 - 21に示します。 

5つの推計式のうち、最も相関性が高い一次傾向線を採用しています。 

 

◆図表1 - 21 松浦市の収集可燃ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 原単位 増減数

実

1 528 ー
2 514 -14

績 3 515 1
4 522 7
5 508 -14

－ -5
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 505 -3 508 0 511 3 508 0 540 32 512 4
7 502 -3 505 -3 511 0 505 -3 540 0 511 -1

見 8 499 -3 501 -4 511 0 502 -3 540 0 511 0
9 496 -3 498 -3 513 2 499 -3 540 0 511 0

10 493 -3 495 -3 515 2 495 -4 540 0 511 0
11 490 -3 492 -3 518 3 492 -3 540 0 511 0
12 487 -3 489 -3 522 4 489 -3 539 -1 510 -1
13 484 -3 485 -4 527 5 486 -3 539 0 510 0

通 14 481 -3 482 -3 533 6 483 -3 539 0 510 0
15 478 -3 479 -3 540 7 480 -3 539 0 510 0
16 475 -3 476 -3 547 7 477 -3 539 0 510 0
17 472 -3 473 -3 556 9 474 -3 539 0 509 -1
18 469 -3 469 -4 565 9 472 -2 539 0 509 0
19 466 -3 466 -3 575 10 469 -3 539 0 509 0

し 20 463 -3 463 -3 586 11 466 -3 539 0 509 0
21 460 -3 460 -3 598 12 463 -3 539 0 508 -1
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推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ2 Ｙt=ａ+ｂt Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))

採用推計式 － ◎ － － －

算定根拠

－ 527.00 530.00 527.03
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（イ）不燃ごみ 

収集不燃ごみの推計結果を図表1 - 22に示します。 

5つの推計式との高い相関性が認められず、直近3ヵ年における傾向変動が認められな

かったことから、直近3ヵ年の平均値を採用しています。 

 

◆図表1 - 22 松浦市の収集不燃ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 原単位 増減数

実

1 24 ー
2 29 5

績 3 25 -4
4 25 0
5 24 -1

－ 0
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 25 1 24 0 20 -4 24 0 － － 24 0
7 25 0 24 0 16 -4 24 0 － － 24 0

見 8 25 0 23 -1 10 -6 24 0 － － 24 0
9 25 0 23 0 4 -6 23 -1 － － 24 0

10 25 0 23 0 -4 -8 23 0 － － 24 0
11 25 0 22 -1 -13 -9 22 -1 － － 25 1
12 25 0 22 0 -23 -10 22 0 － － 25 0
13 25 0 21 -1 -35 -12 22 0 － － 25 0

通 14 25 0 21 0 -47 -12 22 0 － － 25 0
15 25 0 21 0 -61 -14 21 -1 － － 25 0
16 25 0 20 -1 -75 -14 21 0 － － 25 0
17 25 0 20 0 -91 -16 21 0 － － 25 0
18 25 0 19 -1 -108 -17 20 -1 － － 25 0
19 25 0 19 0 -126 -18 20 0 － － 25 0

し 20 25 0 19 0 -145 -19 20 0 － － 25 0
21 25 0 18 -1 -166 -21 19 -1 － － 25 0
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推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ2 Ｙt=ａ+ｂt Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))

採用推計式 － － － － －
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（ウ）粗大ごみ 

収集粗大ごみの推計結果を図表1 - 23に示します。 

5つの推計式との高い相関性が認められず、直近3ヵ年における傾向変動が認められな

かったことから、直近3ヵ年の平均値を採用しています。 

 

◆図表1 - 23 松浦市の収集粗大ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 原単位 増減数

実

1 5 ー
2 7 2

績 3 6 -1
4 6 0
5 6 0

－ 0
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 6 0 6 0 5 -1 6 0 6 0 5 -1
7 6 0 6 0 3 -2 6 0 6 0 5 0

見 8 6 0 7 1 2 -1 7 1 6 0 5 0
9 6 0 7 0 -1 -3 7 0 6 0 5 0

10 6 0 7 0 -3 -2 7 0 6 0 5 0
11 6 0 7 0 -6 -3 7 0 6 0 5 0
12 6 0 7 0 -10 -4 7 0 6 0 5 0
13 6 0 7 0 -14 -4 7 0 6 0 5 0

通 14 6 0 7 0 -18 -4 8 1 5 -1 5 0
15 6 0 7 0 -23 -5 8 0 5 0 5 0
16 6 0 7 0 -28 -5 8 0 5 0 5 0
17 6 0 7 0 -34 -6 8 0 5 0 5 0
18 6 0 8 1 -40 -6 8 0 5 0 5 0
19 6 0 8 0 -47 -7 8 0 5 0 5 0

し 20 6 0 8 0 -54 -7 9 1 5 0 5 0
21 6 0 8 0 -61 -7 9 0 5 0 5 0
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推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ2 Ｙt=ａ+ｂt Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))
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（エ）資源ごみ 

収集資源ごみの推計結果を図表1 - 24に示します。 

5つの推計式のうち、最も相関性が高いべき曲線を採用しています。 

 

◆図表1 - 24 松浦市の収集資源ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 原単位 増減数

実

1 29 ー
2 30 1

績 3 30 0
4 31 1
5 30 -1

－ 0
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線

↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数
6 30 0 31 1 29 -1 31 1 30 0 29 -1
7 30 0 31 0 28 -1 31 0 30 0 29 0

見 8 30 0 32 1 27 -1 32 1 30 0 29 0
9 30 0 32 0 25 -2 32 0 31 1 29 0

10 30 0 32 0 22 -3 32 0 31 0 29 0
11 30 0 32 0 19 -3 33 1 31 0 29 0
12 30 0 33 1 16 -3 33 0 31 0 29 0
13 31 1 33 0 12 -4 33 0 31 0 29 0

通 14 31 0 33 0 8 -4 34 1 31 0 29 0
15 31 0 34 1 3 -5 34 0 31 0 29 0
16 31 0 34 0 -2 -5 34 0 31 0 29 0
17 31 0 34 0 -7 -5 35 1 31 0 29 0
18 31 0 35 1 -13 -6 35 0 31 0 29 0
19 31 0 35 0 -20 -7 35 0 31 0 29 0

し 20 31 0 35 0 -26 -6 36 1 31 0 29 0
21 31 0 35 0 -34 -8 36 0 31 0 29 0
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推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ2 Ｙt=ａ+ｂt Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))
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実績 見通し
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（オ）生ごみ 

収集生ごみの推計結果を図表1 - 25に示します。 

5つの推計式のうち、一次傾向線が最も高い相関性が認められましたが、令和11年度時

点で年間発生量がマイナスとなるため、不適切だと判断しました。また、直近3ヵ年では

減少傾向にあるため、直近年の値を採用しています。 

 

◆図表1 - 25 松浦市の収集生ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 原単位 増減数

実

1 19 ー
2 15 -4

績 3 13 -2
4 13 0
5 10 -3

－ -2
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 10 0 8 -2 10 0 9 -1 28 18 6 -4
7 10 0 6 -2 10 0 8 -1 29 1 4 -2

見 8 10 0 4 -2 11 1 7 -1 30 1 2 -2
9 10 0 2 -2 12 1 6 -1 31 1 1 -1

10 10 0 0 -2 13 1 5 -1 31 0 1 0
11 10 0 -2 -2 16 3 4 -1 32 1 0 -1
12 10 0 -4 -2 19 3 4 0 33 1 0 0
13 10 0 -6 -2 22 3 3 -1 33 0 0 0

通 14 10 0 -8 -2 26 4 3 0 34 1 0 0
15 10 0 -10 -2 31 5 2 -1 35 1 0 0
16 10 0 -12 -2 36 5 2 0 35 0 0 0
17 10 0 -14 -2 41 5 2 0 36 1 0 0
18 10 0 -16 -2 48 7 2 0 36 0 0 0
19 10 0 -18 -2 55 7 1 -1 37 1 0 0

し 20 10 0 -20 -2 62 7 1 0 37 0 0 0
21 10 0 -22 -2 70 8 1 0 38 1 0 0

－ 0 － -2 － 4 － -1 － 2 － -1
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－
推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ2 Ｙt=ａ+ｂt Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))

採用推計式 － － － － －

算定根拠

－ 20.00 22.00 21.01

－ － 0.286 －

-3.05
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実績 見通し



資料-26 

イ 直接搬入ごみ 

（ア）可燃ごみ 

直接搬入可燃ごみの推計結果を図表1 - 26に示します。 

5つの推計式との高い相関性が認められず、直近3ヵ年における傾向変動が認められな

かったことから、直近3ヵ年の平均値を採用しています。 

 

◆図表1 - 26 松浦市の直接搬入可燃ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 日量 増減数

実

1 433 ー
2 485 52

績 3 395 -90
4 466 71
5 437 -29

－ 1
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 433 -4 440 3 439 2 439 2 440 3 433 -4
7 433 0 439 -1 438 -1 438 -1 438 -2 434 1

見 8 433 0 438 -1 436 -2 437 -1 437 -1 436 2
9 433 0 437 -1 434 -2 436 -1 436 -1 437 1

10 433 0 436 -1 432 -2 435 -1 436 0 438 1
11 433 0 434 -2 430 -2 435 0 435 -1 440 2
12 433 0 433 -1 428 -2 434 -1 435 0 440 0
13 433 0 432 -1 425 -3 433 -1 435 0 441 1

通 14 433 0 431 -1 423 -2 432 -1 435 0 442 1
15 433 0 430 -1 420 -3 431 -1 434 -1 443 1
16 433 0 429 -1 417 -3 430 -1 434 0 443 0
17 433 0 428 -1 414 -3 429 -1 434 0 444 1
18 433 0 427 -1 411 -3 428 -1 434 0 444 0
19 433 0 426 -1 407 -4 427 -1 434 0 444 0

し 20 433 0 425 -1 404 -3 426 -1 434 0 445 1
21 433 0 423 -2 400 -4 425 -1 434 0 445 0
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推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ2 Ｙt=ａ+ｂt Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))

採用推計式 － － － － －

算定根拠

－ 446.50 446.00 444.99

－ － -0.071 －
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－
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実績 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線

実績 見通し



資料-27 

（イ）不燃ごみ 

直接搬入不燃ごみの推計結果を図表1 - 27に示します。 

5つの推計式との高い相関性が認められず、直近3ヵ年における傾向変動が認められな

かったことから、直近3ヵ年の平均値を採用しています。 

 

◆図表1 - 27 松浦市の直接搬入不燃ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 日量 増減数

実

1 127 ー
2 150 23

績 3 122 -28
4 113 -9
5 126 13

－ -0
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 120 -6 116 -10 115 -11 116 -10 129 3 121 -5
7 120 0 112 -4 111 -4 113 -3 128 -1 120 -1

見 8 120 0 108 -4 106 -5 109 -4 128 0 119 -1
9 120 0 104 -4 102 -4 106 -3 128 0 119 0

10 120 0 100 -4 97 -5 103 -3 128 0 118 -1
11 120 0 96 -4 92 -5 100 -3 127 -1 117 -1
12 120 0 93 -3 87 -5 97 -3 127 0 116 -1
13 120 0 89 -4 82 -5 94 -3 127 0 115 -1

通 14 120 0 85 -4 76 -6 91 -3 127 0 114 -1
15 120 0 81 -4 71 -5 89 -2 127 0 113 -1
16 120 0 77 -4 65 -6 86 -3 127 0 111 -2
17 120 0 73 -4 59 -6 84 -2 127 0 110 -1
18 120 0 69 -4 53 -6 81 -3 127 0 109 -1
19 120 0 65 -4 47 -6 79 -2 127 0 107 -2

し 20 120 0 61 -4 41 -6 76 -3 127 0 106 -1
21 120 0 57 -4 34 -7 74 -2 127 0 104 -2

－ -0 － -4 － -6 － -3 － 0 － -1
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推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ2 Ｙt=ａ+ｂt Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))

採用推計式 － － － － －
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実績 見通し



資料-28 

ウ 事業系ごみ 

（ア）可燃ごみ 

事業系可燃ごみの推計結果を図表1 - 28に示します。 

5つの推計式との高い相関性が認められず、直近3ヵ年における傾向変動が認められな

かったことから、直近3ヵ年の平均値を採用しています。 

 

◆図表1 - 28 松浦市の事業系可燃ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 日量 増減数

実

1 1,026 ー
2 986 -40

績 3 1,045 59
4 962 -83
5 1,012 50

－ -4
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 1,006 -6 991 -21 1,010 -2 990 -22 1,047 35 986 -26
7 1,006 0 985 -6 1,023 13 985 -5 1,046 -1 988 2

見 8 1,006 0 980 -5 1,043 20 980 -5 1,045 -1 989 1
9 1,006 0 975 -5 1,067 24 975 -5 1,044 -1 990 1

10 1,006 0 970 -5 1,097 30 970 -5 1,043 -1 991 1
11 1,006 0 965 -5 1,133 36 965 -5 1,042 -1 992 1
12 1,006 0 959 -6 1,174 41 960 -5 1,042 0 993 1
13 1,006 0 954 -5 1,220 46 955 -5 1,041 -1 994 1

通 14 1,006 0 949 -5 1,272 52 950 -5 1,041 0 995 1
15 1,006 0 944 -5 1,329 57 945 -5 1,040 -1 996 1
16 1,006 0 939 -5 1,392 63 940 -5 1,040 0 996 0
17 1,006 0 933 -6 1,460 68 935 -5 1,040 0 997 1
18 1,006 0 928 -5 1,533 73 930 -5 1,039 -1 998 1
19 1,006 0 923 -5 1,612 79 925 -5 1,039 0 998 0

し 20 1,006 0 918 -5 1,697 85 920 -5 1,039 0 998 0
21 1,006 0 913 -5 1,787 90 916 -4 1,039 0 999 1

－ -0 － -6 － 48 － -6 － 2 － -1
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推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ2 Ｙt=ａ+ｂt Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))
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資料-29 

（イ）不燃ごみ 

事業系不燃ごみの推計結果を図表1 - 29に示します。 

5つの推計式との高い相関性が認められなかったことから、直近3ヵ年では減少傾向に

あったため、直近年の値を採用しています。 

 

◆図表1 - 29 松浦市の事業系不燃ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 日量 増減数

実

1 20 ー
2 21 1

績 3 28 7
4 20 -8
5 18 -2

－ -1
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 18 0 20 2 9 -9 20 2 － － 18 0
7 18 0 19 -1 -2 -11 19 -1 － － 17 -1

見 8 18 0 19 0 -16 -14 19 0 － － 16 -1
9 18 0 18 -1 -33 -17 18 -1 － － 15 -1

10 18 0 18 0 -53 -20 18 0 － － 14 -1
11 18 0 17 -1 -76 -23 17 -1 － － 12 -2
12 18 0 17 0 -102 -26 17 0 － － 11 -1
13 18 0 16 -1 -131 -29 16 -1 － － 10 -1

通 14 18 0 16 0 -163 -32 16 0 － － 9 -1
15 18 0 15 -1 -198 -35 15 -1 － － 7 -2
16 18 0 15 0 -236 -38 15 0 － － 6 -1
17 18 0 14 -1 -277 -41 15 0 － － 5 -1
18 18 0 14 0 -321 -44 14 -1 － － 4 -1
19 18 0 13 -1 -368 -47 14 0 － － 4 0

し 20 18 0 13 0 -418 -50 14 0 － － 3 -1
21 18 0 12 -1 -471 -53 13 -1 － － 2 -1

－ 0 － -0 － -31 － -0 － － － -1
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推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ2 Ｙt=ａ+ｂt Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))
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資料-30 

（ウ）粗大ごみ 

事業系粗大ごみの推計結果を図表1 - 30に示します。 

5つの推計式のうち、一次傾向線が最も高い相関性が認められましたが、増加率が高い

ため不適切だと判断しました。また、直近5ヵ年では増加傾向にあったことから、直近年

の値を採用しています。 

 

◆図表1 - 30 松浦市の事業系粗大ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 日量 増減数

実

1 1 ー
2 1 0

績 3 3 2
4 2 -1
5 4 2

－ 1
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 4 0 4 0 5 1 5 1 － － 2 -2
7 4 0 5 1 6 1 8 3 － － 2 0

見 8 4 0 6 1 7 1 11 3 － － 2 0
9 4 0 6 0 9 2 15 4 － － 2 0

10 4 0 7 1 10 1 21 6 － － 2 0
11 4 0 8 1 12 2 30 9 － － 2 0
12 4 0 9 1 14 2 43 13 － － 2 0
13 4 0 9 0 16 2 60 17 － － 2 0

通 14 4 0 10 1 18 2 85 25 － － 2 0
15 4 0 11 1 21 3 121 36 － － 2 0
16 4 0 11 0 23 2 171 50 － － 2 0
17 4 0 12 1 26 3 242 71 － － 2 0
18 4 0 13 1 29 3 342 100 － － 2 0
19 4 0 13 0 32 3 483 141 － － 2 0

し 20 4 0 14 1 35 3 684 201 － － 2 0
21 4 0 15 1 38 3 967 283 － － 2 0

－ 0 － 1 － 2 － 60 － － － -0

ａ=
ｂ=
ｃ=

Ｙo=
ｔo=

Ｋ=
ｒ=

2019

（単位：t/年）

松浦市 事業系粗大

2028

2020
2021
2022
2023

平 均 増 減 数

年 度
採用値

2024
2025
2026
2027

15年間平均増減数

2029
2030
2031
2032
2033
2034
2035
2036
2037
2038
2039

－
推計式 － Ｙt=ａ+ｂ×ｔ Ｙt=ａ+ｂ×ｔ+ｃ×ｔ2 Ｙt=ａ+ｂt Ｙt=Ｙo+ａ×(ｔ-ｔo)ｂ Ｙt=Ｋ/(1+EXP(ｂ×ｔ-ａ))
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実績 見通し



資料-31 

（エ）生ごみ 

事業系生ごみの推計結果を図表1 - 31に示します。 

5つの推計式のうち、一次傾向線が最も高い相関性が認められましたが、増加率が高い

ため不適切だと判断しました。また、直近5ヵ年では増加傾向にあったことから、直近年

の値を採用しています。 

 

◆図表1 - 31 松浦市の事業系生ごみ推計結果 

 
 

西　暦 t値 日量 増減数

実
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績 3 5 4
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5 20 10

－ 5
ｔ値 一 次 傾 向 線 二 次 傾 向 線 一次指数曲線 べ き 曲 線 ﾛｼﾞｽﾃｲｯｸ曲線
↓ （補正値） 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数 増減数

6 20 0 22 2 32 12 48 28 － － 15 -5
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9 20 0 36 5 87 22 577 325 － － 16 0

10 20 0 40 4 111 24 1,323 746 － － 16 0
11 20 0 45 5 138 27 3,031 1,708 － － 16 0
12 20 0 50 5 168 30 6,948 3,917 － － 16 0
13 20 0 54 4 201 33 15,924 8,976 － － 16 0
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施設資源化量 

ア スラグ 

平戸市及び松浦市ともに、令和5年度の焼却処理量に対するスラグの割合を各年度の焼

却処理量（＝可燃ごみ＋可燃粗大ごみ＋リサイクル残さ）に乗じて算出しています。 

可燃粗大ごみは粗大ごみに対する可燃粗大ごみの割合の直近3ヵ年の平均値に各年度

の粗大ごみ量を乗じて算出しています。 

リサイクル残さは令和5年度のリサイクル処理量に対するリサイクル残さの割合の直

近3ヵ年の平均値に各年度のリサイクル処理量を乗じて算出しています。 

リサイクル処理量は不燃ごみ、資源ごみ及び不燃粗大ごみの合計としています。 

イ 肥料 

平戸市及び松浦市ともに、実績を基に算出しています。 

ウ その他 

平戸市及び松浦市ともに、令和5年度のリサイクル処理量に対する資源化物量の割合に

各年度のリサイクル処理量を乗じて算出しています。 

集団回収 

平戸市及び松浦市ともに、令和5年度における各市のごみの年間発生量に対する集団回収

量の割合に各年度の年間発生量を乗じて算出しています。 

【算出例】 

 平戸市令和6年度の集団回収量＝8,329t/年×（685t/年÷8,510t/年）＝670t/年 

 松浦市令和6年度の集団回収量＝5,866t/年×（210t/年÷5,971t/年）＝206t/年 
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資料編 - 2 生活排水処理施設の整備状況 

 水環境、水質保全に関する状況等 

構成市の水域の状況 

ア 平戸市 

古田川水系流域概要図を図表2 - 1に示します。 

平戸市の主要河川である古田川は長崎県平戸市の南部に位置する流域面積約9.7kｍ²、

流路延長約2.2kｍ²の二級河川です。標高235ｍの浜岳より発した流れは、流域の中央部

をほぼ北に向かって山間部から水田地帯へと下り、途中に無代寺川を始めとする支川を

合わせたのち、津吉地区の中心部を流れ東シナ海に注ぎます。 

なお、古田川は水質に関しては公共用水域の類型指定を受けていません。 

 

◆図表2 - 1 古田川水系流域概要図 

 
出典：古田川水系河川整備基本方針 平成14年5月 長崎県 
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イ 松浦市 

志佐川水系流域概要図を図表2 - 2に示します。 

松浦市の主要河川である志佐川は、その源を佐賀県伊万里市の烏帽子岳（標高596m）

に発し、北流しながら境橋より長崎県域に入り、その後さらに北流して、右支川笛吹川

等を合流させつつ、松浦市志佐町を貫流して伊万里湾に注ぐ流域面積48.1kｍ²（佐賀県

16.0kｍ²、長崎県32.1kｍ²）、流路延長18.3km（佐賀県7.5km、長崎県10.8km）の二級河

川です。 

なお、志佐川は公共用水域水質測定により、「庄野橋」基準点において定期的に水質測

定がなされており、A類型に指定されています。 

 

◆図表2 - 2 志佐川水系流域概要図 

 
出典：志佐川水系河川整備基本方針 平成11年10月 長崎県、佐賀県 
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水質汚濁防止法（排水基準） 

水質汚濁防止法による有害物質項目、生活環境項目に係る排出基準を図表2 - 3、図表2 - 

4に示します。 

水質汚濁防止法（昭和45年12月法律第138号）では、第2条の規定に基づいて特定施設が

定められ、第3条の規定により排水基準が定められています。 

 

◆図表2 - 3 有害物質項目 

有害物質の種類 許容限度 

カドミウム及びその化合物 0.03 mgCd/L以下 

シアン化合物 1 mgCN/L以下 

有機りん化合物（パラチオン、メチルパラチオ

ン、メチルジメトン及びEPNに限る。） 
1 mg/L以下 

鉛及びその化合物 0.1 mgPB/L以下 

六価クロム化合物 0.2 mgCr(Ⅵ)/L以下 

ひ素及びその化合物 0.1 mgAs/L以下 

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 0.005 mgHg/L以下 

アルキル水銀化合物 検出されないこと 

ポリ塩化ビフェニル（PCB） 0.003 mg/L以下 

トリクロロエチレン 0.1 mg/L以下 

テトラクロロエチレン 0.1 mg/L以下 

ジクロロメタン 0.2 mg/L以下 

四塩化炭素 0.02 mg/L以下 

1,2-ジクロロエタン 0.04 mg/L以下 

1,1-ジクロロエチレン 1 mg/L以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.4 mg/L以下 

1,1,1-トリクロロエタン 3 mg/L以下 

1,1,2-トリクロロエタン 0.06 mg/L以下 

1,3-ジクロロプロペン 0.02 mg/L以下 

チウラム 0.06 mg/L以下 

シマジン 0.03 mg/L以下 

チオベンカルブ 0.2 mg/L以下 

ベンゼン 0.1 mg/L以下 

セレン及びその化合物 0.1 mgSe/L以下 

1,4-ジオキサン 0.5 mg/L以下 

ほう素及びその化合物 
海域以外の公共用水域に排出されるもの10mg/L（ほう素として） 

海域に排出されるもの230mg/L（ほう素として） 

ふっ素及びその化合物 
海域以外の公共用水域に排出されるもの8mg/L（ふっ素として） 

海域に排出されるもの15mg/L（ふっ素として） 

アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物

及び硝酸化合物 

100mg/L（アンモニア性窒素に0.4を乗じたもの、亜硝酸性窒素及び硝酸

性窒素の合計量として） 

※１：「検出されないこと。」とは、第2条の規定に基づき環境大臣が定める方法により排出水の汚染状態を検定した場合におい

て、その結果が当該検定方法の定量限界を下回ることをいいます。 

※２：ひ素及びその化合物についての排水基準は、水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部

を改正する政令（昭和49年政令第363号）の施行の際、現にゆう出している温泉（温泉法（昭和23年法律第125号）第2条

第１項に規定するものをいう。以下同じ。）を利用する旅館業に属する事業場に係る排出水については、当分の間、適用

しません。 
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◆図表2 - 4 環境項目 

種類 単位 許容限度 

水素イオン濃度（pH） － 
5.8～8.6（海域以外の公共用水域） 

5.0～9.0（海域） 

生物化学的酸素要求量（BOD） mg/L 160（日間平均120）以下 

化学的酸素要求量（COD） mg/L 160（日間平均120）以下 

浮遊物質量（SS） mg/L 200（日間平均150）以下 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量 mg/L 
5（鉱油類含有量）以下 

30（動植物油脂類含有量）以下 

フェノール類含有量 mg/L 5以下 

銅含有量 mg/L 3以下 

亜鉛含有量 mg/L 2以下 

溶解性鉄含有量 mg/L 10以下 

溶解性マンガン含有量 mg/L 10以下 

クロム含有量 mg/L 2以下 

大腸菌群数 個/cm3 日間平均3,000以下 

窒素含有量 mg/L 120（日間平均60）以下 

りん含有量 mg/L 16（日間平均8）以下 

※１：「日間平均」による許容限度は、1日の排出水の平均的な汚染状態について定めたものです。 

※２：この表に掲げる排水基準は、1日当たりの平均的な排出水の量が50m3以上である工場または事業場に係る排出水について

適用します。 

※３：水素イオン濃度及び溶解性鉄含有量についての排水基準は、硫黄鉱業（硫黄と共存する硫化鉄鉱を掘採する鉱業を含む。）

に属する工場又は事業場に係る排出水については適用しません。 

※４：水素イオン濃度、銅含有量、亜鉛含有量、溶解性鉄含有量、溶解性マンガン含有量及びクロム含有量についての排水基準

は、水質汚濁防止法施行令及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する政令の施行の際、現にゆう出

している温泉を利用する旅館業に属する事業場に係る排出水については、当分の間、適用しません。 

※５：生物化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域に排出される排出水に限って適用し、化学

的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼に排出される排出水に限って適用します。 

※６：窒素含有量についての排水基準は、窒素が湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある湖沼として環境大

臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある海域（湖沼であって水の塩素イオン含有量

が1リットルにつき9,000ミリグラムを超えるものを含む。以下同じ。）として環境大臣が定める海域及びこれらに流入す

る公共用水域に排出される排出水に限って適用します。 

※７：りん含有量についての排水基準は、りんが湖沼植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある湖沼として環境大

臣が定める湖沼、海洋植物プランクトンの著しい増殖をもたらすおそれがある海域として環境大臣が定める海域及びこれ

らに流入する公共用水域に排出される排出水に限って適用します。 

  

環境基準 

水質汚濁に係る環境基準については、環境基本法に基づき人の健康の保護に関する基準

として26物質について、図表2 - 5に示す基準値が全国の公共用水域に対し一律に定められ

ています。 

また、環境の保全に関する環境基準（河川：湖沼を除く）を図表2 - 6に示します。 
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◆図表2 - 5 健康の保護に関する環境基準 

項目 基準値 

カドミウム 0.003 mg/L以下 

全シアン 検出されないこと 

鉛 0.01 mg/L以下 

六価クロム 0.02 mg/L以下 

ひ素 0.01 mg/L以下 

総水銀 0.0005 mg/L以下 

アルキル水銀 検出されないこと 

PCB 検出されないこと 

ジクロロメタン 0.02 mg/L以下 

四塩化炭素 0.002 mg/L以下 

1,2-ジクロロエタン 0.004 mg/L以下 

1,1-ジクロロエチレン 0.1 mg/L以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04 mg/L以下 

1,1,1-トリクロロエタン 1 mg/L以下 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006 mg/L以下 

トリクロロエチレン 0.03 mg/L以下 

テトラクロロエチレン 0.01 mg/L以下 

1,3-ジクロロプロペン 0.002 mg/L以下 

チウラム 0.006 mg/L以下 

シマジン 0.01 mg/L以下 

チオベンカルブ 0.02 mg/L以下 

ベンゼン 0.01 mg/L以下 

セレン 0.01 mg/L以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10 mg/L以下 

ふっ素 0.8 mg/L以下 

ほう素 1 mg/L以下 

1,4-ジオキサン 0.05 mg/L以下 

※１：基準値は年間平均値とします。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とします。 

※２：「検出されないこと」とは、定められた方法により測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ること

をいいます。生活環境の保全に関する環境基準について同じ。 

※３：ほう素、ふっ素の2項目については、海域には基準を適用しません。（海域において自然状態での濃度で環境基準値を既に

超えており、その物質の存在がもともと海そのものの性状であるため。） 

※４：硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、硝酸イオンの濃度に換算係数0.2259を乗じたものと亜硝酸イオンの濃度に換算係

数0.3045を乗じたものの和とします。 
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◆図表2 - 6 環境の保全に関する環境基準（河川：湖沼を除く） 

項目 

 

 

類型 

利用目的の 

適応性 

基準値 

水素イオン 

濃度 

生物化学的 

酸素要求量 

浮遊 

物質量 

溶存 

酸素量 
大腸菌数 

pH BOD SS DO  

AA 

水道1級、自然環

境保全及びA以

下の欄に掲げる

もの 

6.5以上 

8.5以下 

1mg/L 

以下 

25mg/L 

以下 

7.5mg/L 

以上 

20 

CFU/100mL 

以下 

A 

水道2級、水産1

級、水浴及びB

以下の欄に掲げ

るもの 

6.5以上 

8.5以下 

2mg/L 

以下 

25mg/L 

以下 

7.5mg/L 

以上 

300 

CFU/100mL 

以下 

B 

水道3級、水産2

級及びC以下の

欄に掲げるもの 

6.5以上 

8.5以下 

3mg/L 

以下 

25mg/L 

以下 

5mg/L 

以上 

1,000 

CFU/100mL 

以下 

C 

水産3級、工業用

水1級及びD以

下の欄に掲げる

もの 

6.5以上 

8.5以下 

5mg/L 

以下 

50mg/L 

以下 

5mg/L 

以上 
－ 

D 

工業用水2級、農

業用水及びEの

欄に掲げるもの 

6.0以上 

8.5以下 

8mg/L 

以下 

100mg/L 

以下 

2mg/L 

以上 
－ 

E 
工業用水3級 

環境保全 

6.0以上 

8.5以下 

10mg/L 

以下 

ごみ等の浮遊

が認められな

いこと 

2mg/L 

以上 
－ 

※１：基準値は、日間平均値とします。ただし、大腸菌数に係る基準値については、90％水質値（年間の日間平均値の全データ

をその値の小さいものから順に並べた際の0.9×n番目（nは日間平均値のデータ数）のデータ値（0.9×nが整数でない場

合は端数を切り上げた整数番目の値をとります。））とします（湖沼、海域もこれに準じます。）。 

※２：農業用利水点については、水素イオン濃度6.0以上7.5以下、溶存酸素量5mg/L以上とします（湖沼もこれに準じます。）。 

※３：水質自動監視測定装置とは、当該項目について自動的に計測することができる装置であって、計測結果を自動的に記録す

る機能を有するもの又はその機能を有する機器と接続されているものをいいます（湖沼、海域もこれに準じます。）。 

※４：水道1級を利用目的としている地点（自然環境保全を利用目的としている地点を除きます。）については、大腸菌数

100CFU/100mL以下とします。 

※５：水産1級、水産2級及び水産3級については、当分の間、大腸菌数の項目の基準値は適用しません（湖沼、海域もこれに準

じます。）。 

※６：大腸菌数に用いる単位はCFU（コロニー形成単位（Colony Forming Unit））/100mLとし、大腸菌を培地で培養し、発育し

たコロニー数を数えることで算出します。 
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 し尿及び浄化槽汚泥の性状 

一般的な搬入し尿及び浄化槽汚泥の性状（参考値）を図表2 - 7に示します。 

一般的な搬入し尿及び浄化槽汚泥の性状を見ると、年々希薄化しています。 

し尿については生活様式の変化により簡易水洗トイレの普及が進み、洗浄水が混入した

ことにより希薄化していると思われます。 

浄化槽汚泥の性状については、一般的に浄化槽の型式、規模、清掃方法・頻度等によっ

て異なり、変動幅が非常に大きいことが特徴であることから、今後も安定した処理を行っ

ていくために、性状の変動を把握し、均一化を図っていくことが重要です。 

 

◆図表2 - 7 一般的な搬入し尿及び浄化槽汚泥の性状（参考値） 

 
【凡例】 

 ①：し尿処理施設構造指針解説（1988年版） 

 ②：汚泥再生処理センター等施設整備の計画・設計要領（平成13年8月）（平成元～12年度データ） 

 ③：汚泥再生処理センター等施設整備の計画・設計要領 2006改定版（平成13～15年度データ） 

 ④：汚泥再生処理センター等施設整備の計画・設計要領 2021改定版（平成23～27年度データ） 

 

 

  

① ② ③ ④ ① ② ③ ④

pH － 8.0 7.9 7.6 7.6 8.4 8.3 7.9 7.9

BOD mg/L 11,000 9,500 7,300 5,200 13,000 12,000 10,000 7,300

COD mg/L 6,500 5,600 4,500 3,400 7,900 6,800 5,800 4,200

浮遊物質 mg/L 14,000 11,000 8,300 6,000 18,000 14,000 11,000 8,400

蒸発残留物 mg/L 27,000 22,000 － － 32,000 27,000 － －

全窒素 mg/L 4,200 3,100 2,600 1,900 4,900 3,900 3,300 2,400

全りん mg/L 480 460 310 180 610 680 450 260

塩素イオン mg/L 3,200 2,400 2,100 1,500 3,800 3,200 2,600 1,900

pH － 7.0 6.8 6.9 6.8 7.4 7.3 6.9 7.0

BOD mg/L 3,500 3,900 2,900 2,200 5,500 5,600 2,900 3,400

COD mg/L 3,000 3,400 3,200 2,900 4,500 4,700 3,200 4,100

浮遊物質 mg/L 7,800 8,100 7,600 6,600 13,000 12,000 7,600 10,000

蒸発残留物 mg/L 10,000 9,700 － － 16,000 13,000 － －

全窒素 mg/L 700 530 620 490 1,100 980 620 720

全りん mg/L 110 110 100 76 190 170 100 110

塩素イオン mg/L 200 140 160 110 360 520 160 190

項目

し

尿

浄

化

槽

汚

泥

非超過確率

50% 75%単位
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 全国における生活排水処理の現状 

全国の生活排水処理形態別人口 

全国の処理形態別人口実績等を図表2 - 8～図表2 - 12に示します。 

全国における生活排水処理形態別人口は、下水道による水洗化と合併処理浄化槽の整備

により、公共下水道人口及び合併処理浄化槽人口の増加が進む一方、単独処理浄化槽人口、

計画収集人口、自家処理人口が減少する傾向となっています。 

なお、浄化槽法の改正により、平成13年4月から単独処理浄化槽の新設ができないため、

今後も単独処理浄化槽人口の減少が顕著になると考えられます。 

全国の公共下水道人口、合併処理浄化槽人口（コミュニティ・プラント人口及び集落排

水処理人口含む）の合計を総人口で除した汚水衛生処理率は、令和4年度において88.0％と

なっており、構成市は令和4年度実績で46.9％（図表5 - 2 - 5より）と大きく下回っている

状況にあります。 

 

◆図表2 - 8 全国の処理形態別人口実績 

 
※１：「浄化槽人口」には、集落排水施設人口が含まれています。 

※２：「浄化槽水洗化率」は、コミュニティ・プラント人口を除いた数値で計算しています。 

※３：水洗化率は「（①+②+③+④）÷総人口×100」で算出しています。 

※４：汚水衛生処理率は「（①+②+④）÷総人口×100」で算出しています。 

※５：非水洗化人口は「（⑤+⑥）÷総人口×100」で算出しています。 

※６：公共下水道水洗化率は「①÷総人口×100」で算出しています。 

※７：浄化槽水洗化率は「（③+④）÷総人口×100」で算出しています。（合併処理は「④÷総人口×100」で算出） 

出典：「日本の廃棄物処理 令和4年度版（令和6年3月）」（環境省環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課） 

  

単位 H30 R1 R2 R3 R4

千人 127,438 127,156 126,740 126,068 125,634

千人 121,273 121,340 121,199 120,910 120,733

① 千人 96,280 96,778 97,200 97,194 97,436

② 千人 336 306 259 193 172

ー 2,347 2,370

ー 21,176 20,755

③ 単独 千人 10,151 9,875 9,319 7,540 7,310

④ 合併 千人 14,506 14,381 14,421 12,859 13,000

その他 千人 ー ー ー 777 445

千人 6,165 5,816 5,541 5,158 4,901

⑤ 千人 6,086 5,745 5,481 5,097 4,846

⑥ 千人 79 71 60 61 55

％ 95.2 95.4 95.6 95.9 96.1

％ 87.2 87.7 88.3 87.4 88.0

％ 4.8 4.6 4.4 4.1 3.9

％ 75.6 76.1 76.7 77.1 77.6

％ 19.3 19.1 18.7 16.8 16.5

％ 11.4 11.3 11.4 10.2 10.3

項目

集落排水施設等人口
千人 24,657 24,256 23,740

総人口

水洗化人口

公共下水道人口

コミュニティ・プラント人口

浄化槽人口

うち合併処理

計画収集人口

自家処理人口

非水洗化人口

水洗化率

汚水衛生処理率

非水洗化率

公共下水道水洗化率

浄化槽水洗化率（浄化槽普及率）
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◆図表2 - 9 全国の処理形態別人口の推移 

 
 

◆図表2 - 10 全国の処理形態別人口の経年変化（平成30年度を100とした場合） 

 
 

H30 R1 R2 R3 R4

自家処理人口 79 71 60 61 55

計画収集人口 6,086 5,745 5,481 5,097 4,846

浄化槽人口 24,657 24,256 23,740 23,523 23,125

コミュニティ・プラント人口 336 306 259 193 172

公共下水道人口 96,280 96,778 97,200 97,194 97,436

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000 （千人）

H30 R1 R2 R3 R4

公共下水道人口 100 100.5 101 100.9 101.2

コミュニティ・プラント人口 100 91.1 77.1 57.4 51.2

浄化槽人口 100 98.4 96.3 95.4 93.8

計画収集人口 100 94.4 90.1 83.7 79.6

自家処理人口 100 89.9 75.9 77.2 69.6

0

20

40

60

80

100

120 （％）
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◆図表2 - 11 生活排水処理形態別人口の割合（令和4年度） 

 
※：四捨五入の端数により100％にならない場合があります。 

 

◆図表2 - 12 水洗化人口及び非水洗化人口の状況（令和4年度） 

 
※：四捨五入の端数により100％にならない場合があります。 

 

 
 

 

  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

構成市

全国

構成市 全国

公共下水道人口 7.8 77.8

コミュニティ・プラント人口 0.5 0.1

集落排水処理人口 2.2 1.9

単独処理浄化槽人口 3.7 5.8

合併処理浄化槽人口 34.0 10.4

計画収集人口 51.9 3.9

自家処理人口 0.0 0.0

水洗化人口

120,733 千人

96.1%

非水洗化人口

4,901 千人

3.9%

全国

水洗化人口

24,313 人

48.1%

非水洗化人口

26,216 人

51.9%

構成市
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し尿及び浄化槽汚泥の排出状況 

全国の処理人口、し尿及び浄化槽汚泥の排出状況の推移を図表2 - 13に示します。 

全国的な処理人口及びし尿及び浄化槽汚泥の排出状況の推移は減少傾向となっています。 

また、全国的なし尿及び浄化槽汚泥の排出割合は、令和4年度実績で、それぞれ25.7％、

74.3％と浄化槽汚泥の構成比が高くなっています。し尿くみ取り便槽または単独処理浄化

槽から合併処理浄化槽への切り替えが進むことにより、浄化槽汚泥の割合がさらに高くな

っていくことが予想されます。 

一方、令和5年度の構成市のし尿及び浄化槽汚泥の排出割合は63.8％、36.2％となってお

り、全国的な傾向とは異なり、し尿の排出割合の方が多くなっています。 

なお、全国的な汚水衛生処理率の向上に当たっては、環境省、国土交通省、農林水産省

の3省が策定した「生活排水処理施設整備計画策定マニュアル（平成14年3月）」に基づいて、

今後の生活排水処理施設整備の効率化を図るため、合併処理浄化槽、公共下水道、農業集

落排水施設、漁業集落排水施設及び個別排水処理施設整備事業の建設費・維持管理費等に

ついて比較検討を行い、公共下水道だけでなく合併処理浄化槽や農業集落排水施設など、

地域の特性に応じた最も有効な手法を選択するなどの検討が進められています。 

 

◆図表2 - 13 全国の処理人口、し尿及び浄化槽汚泥の排出状況の推移 

 
出典：「日本の廃棄物処理 令和4年度版（令和6年3月）」（環境省環境再生・資源循環局 廃棄物適正処理推進課） 

 

 

単位 H30 R1 R2 R3 R4

千人 31,079 30,307 29,480 25,689 25,328

し尿収集人口 千人 6,086 5,745 5,481 5,097 4,846

千人 336 306 259 193 172

千人 14,506 14,381 14,421 12,859 13,000

千人 10,151 9,875 9,319 7,540 7,310

年間排出量 千kL/年 5,415 5,191 4,974 4,781 4,536

1日排出量 千kL/日 14.80 14.22 13.63 13.10 12.39

原単位 L/人日 2.43 2.48 2.49 2.57 2.56

年間排出量 千kL/年 13,534 13,415 13,372 13,260 13,082

1日排出量 千kL/日 36.98 36.75 36.64 36.33 35.74

原単位 L/人日 1.50 1.52 1.54 1.78 1.76

年間排出量 千kL/年 18,949 18,606 18,346 18,041 17,618

一日排出量 千kL/日 51.77 50.98 50.26 49.43 48.14

原単位 L/人日 1.67 1.68 1.70 1.92 1.90

し尿 ％ 28.6 27.9 27.1 26.5 25.7

浄化槽汚泥 ％ 71.4 72.1 72.9 73.5 74.3（1日排出量）

項目

処

理

人

口

コミュニティ・プラント人口

合併処理浄化槽人口

単独処理浄化槽人口

処理区域内人口

排

出

量

し尿

浄化槽汚泥

合計

割合
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全国の生活雑排水処理の状況 

生活雑排水は公共下水道、コミュニティ・プラント、漁業集落排水施設、農業集落排水

施設、合併処理浄化槽等により処理され、全国におけるこれらの利用人口は、令和4年度実

績で約111,804千人（汚水衛生処理率92.9％）であり、残りの生活雑排水は未処理のまま河

川等に放流されています。 

特に、し尿のみを処理する単独処理浄化槽は、生活雑排水が未処理のまま放流されてお

り、河川に対する汚濁負荷量（BODで換算）は、合併処理浄化槽に対して約8倍であること

から、生活雑排水の水質へ与える影響が大きく、水質汚濁の要因の一つとなっています。 

生活雑排水の負荷量は、生活形態等によって差がありますが、一般的には生活雑排水の

発生量は、BOD負荷量で27g/人日となっており、生活排水汚濁負荷量40g/人日のうち約

70％を占めています。 

 

◆図表2 - 14 合併・単独処理浄化槽の汚濁負荷量 

 
出典：環境省「快適な生活と美しい環境を守る合併処理浄化槽」 
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◆図表2 - 15 生活排水の水量と汚濁負荷量の原単位 

生活排水 
水量 

汚濁負荷量（g/人日） 

BOD 

(生物化学的 

酸素要求量) 

N 

(窒素) 

P 

(リン) 

L/人日 g/人日 g/人日 g/人日 

し尿 便所 50 13 8 0.8 

生
活
雑
排
水 

台所 

風呂 

洗濯 

洗面 

その他 

30 

60 

40 

10 

10 

18 

 

9 

 

 

 

 

2 

 

 

 

 

0.2 

 

 

合計 200 40 10 1.0 

出典：「よりよい水環境のための浄化槽の自己管理マニュアル」（環境省 平成21年3月）環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対

策部廃棄物対策課浄化槽推進室 

  

◆図表2 - 16 くらしの中から出る汚れ 

 
出典：「よりよい水環境のための浄化槽の自己管理マニュアル」（環境省 平成21年3月）環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対

策部廃棄物対策課浄化槽推進室 
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◆図表2 - 17 公共用水域に排出するBOD量 

 

 
 

  

項目 公共用水域への排出量

し尿 13g

生活雑排水 27g

し尿 13g

生活雑排水 27g

し尿 13g

生活雑排水 27g

し尿 13g

生活雑排水 27g

汲み取り便所 27ｇ

処理形態

浄化槽 4ｇ

高度処理型浄化槽 2ｇ

単独処理浄化槽 32ｇ

し尿処理施設

浄化槽

（BOD除去率90％）

高度処理浄化槽

（BOD除去率95％）

単独処理浄化槽

（BOD除去率65％）
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汚水処理人口普及率の状況 

全国における汚水処理施設の整備は、都道府県が定める「都道府県構想※」に基づいて、

各地方公共団体により効率的、効果的に実施されています。令和4年度末の全国の汚水処理

施設の処理人口は、令和3年度末に対して0.3％の増加で、約1億1,624万人となっています。

これを総人口に対する割合でみた汚水処理人口普及率は、92.9％（令和3年度末は92.6％）

となっています。 

しかし、全国における汚水処理人口普及状況は、大都市と中小市町村で大きな格差があ

り、特に人口5万人未満の市町村の汚水処理人口普及率は83.4％（令和3年度末：82.7％）に

とどまっている状況です。 

また、全国における汚水処理人口を各処理施設別にみると、下水道によるものが1億128

万人、農業集落排水施設等によるものが302万人、浄化槽によるものが1,178万人、コミュ

ニティ・プラントによるものが16万人となっています。 

 

※：都道府県構想（効率的な汚水処理施設整備のための都道府県構想） 

各市町村の汚水処理施設整備の構想に基づき、都道府県において広域的な観点から所要

の調整・検討を行い、都道府県全域を対象として、事業別の整備区域、整備手法、整備スケ

ジュール等を定めた汚水処理施設に関する総合的計画です。 

 

◆図表2 - 18 汚水処理システムの種類 

 
出典：「日本におけるし尿処理・分散型生活排水処理システム」（環境省） 
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◆図表2 - 19 処理施設別汚水処理人口普及状況（令和4年度） 

 
※１：処理人口は四捨五入を行ったため、合計が合わないことがあります。 

※２：令和3年度及び令和4年度調査は、福島県において、東日本大震災の影響により調査不能な町（大熊町、双葉町）を除いた

値を公表しています。 

※３：福島県については、上記市町村以外でも東日本大震災に伴う避難の影響により人口が流動していることに留意する必要が

あります。 

出典：環境省HP「報道発表資料 令和4年度末の汚水処理人口普及状況について 添付資料」 

 

101,280 千人 834 千人 3,915人 101,181 千人

漁業集落排水施設

林業集落排水施設

簡易排水施設　を含む

11,784 千人 199 千人 17,159人 11,759 千人

内、公共浄化槽等整備推進事業分 825 千人 14 千人 0人 831 千人

内、浄化槽設置整備事業分 6,229 千人 147 千人 17,159人 6,203 千人

内、上記以外分 4,730 千人 38 千人 0人 4,725 千人

コミュニティ・プラント等 160 千人 5 千人 267 人 171 千人

116,242 千人 1,085 千人 22,441人 116,214 千人

92.9 % 83.7 % 44.4 % 92.6 %

125,065 千人 1,296 千人 50,529人 125,540 千人

8,823 千人 211 千人 28,088人 9,326 千人

長崎県 構成市
全国（参考）

令和3年度
処理施設名

3,018 千人

全国

1,100人

下水道

農業集落排水施設等

3,103 千人47 千人

浄化槽

汚水処理人口

汚水処理人口普及率

総人口

汚水処理未普及人口
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◆図表2 - 20 都市規模別汚水処理人口普及率（令和4年度末） 

 
※１：総市町村数1,717の内訳は、市793、町741、村183（東京都区部は市数に1市として含んでいます） 

※２：総人口、処理人口は1万人未満を四捨五入しています。 

※３：都市規模別の各汚水処理施設の普及率が0.5％未満の数値は表記していないため、合計値と内訳が一致しないことがあり

ます。 

※４：令和4年度調査は、福島県において、東日本大震災の影響により調査不能な町（大熊町、双葉町）を除いた値を公表して

います。 

※５：福島県については、上記市町村以外でも東日本大震災に伴う避難の影響により人口が流動していることに留意する必要が

あります。 

出典：環境省HP「報道発表資料 令和4年度末の汚水処理人口普及状況について 添付資料」 

 

 

〈参考〉 

汚水処理人口普及状況の指標は、下水道、農業集落排水施設等、浄化槽、コミュニティ・

プラントの各汚水処理人口の普及状況を、人口で表した指標を用いて統一的に表現するこ

とについて三省で合意したことに基づくものであり、平成8年度末の整備状況から公表され

ています。 

 

  



資料-50 

浄化槽普及の状況 

全国の令和4年度末の汚水処理施設に係る普及人口は116,242千人であり、総人口

（125,065千人）に対する割合（普及率）は、92.9％となっています。このうち、浄化槽の

普及人口は11,784千人であり、総人口に対する割合（普及率）は9.4％となっています。 

構成市の令和4年度末における浄化槽の普及人口は17,159人で、普及率は34.0％となって

おり、普及率においては全国を上回っています。 

 

◆図表2 - 21 処理人口及びし尿・浄化槽汚泥の排出状況の全国推移 

 
出典：環境省HP「報道発表資料 令和4年度末の汚水処理人口普及状況について 添付資料」 

 

 

 

 

項目 全国 長崎県 構成市

総人口 125,065 千人 1,296 千人 50,529 人

汚水処理人口 116,242 千人 1,085 千人 22,441 人

浄化槽普及人口 11,784 千人 199 千人 17,159 人

浄化槽普及率 9.4 ％ 15.4 ％ 34.0 ％


